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陳情番号 ２ 付議年月日 元 ． ６ ． １ ３  

件  名 
神奈川県立図書館条例が図書館法に法律違反していないのか総点検・全面的検証を

求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

文 教 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

要旨 

・図書館法や法律の基礎知識や公正な解釈・運用が公務員であるはずの正規図書館員や司書課程

担当教員にも理解できていないことが、現在の図書館が抱えている一番大きな問題と見受けられ

るので、検証を求めています。 

・個人的な解釈ですが、図書館法に違反すると国などからの補助金や助成金が出ないのが罰則の

ようです。（図書館法第20条、第23条） 

 

理由 

・図書館法第14条に基づく神奈川県立図書館協議会の早急実現を議論する目的で神奈川県議会へ

陳情書を提出 

・京都府立図書館（京都市）大阪府立中央図書館（東大阪市）東京都立中央図書館（港区）東京

都立多摩図書館（立川市）等、他の都道府県立図書館の例を参考に令和以降のモデルケースとし

て神奈川県立図書館（紅葉ケ丘）の鎌倉市深沢地区への全面移転計画を神奈川県議会へ検討を付

託する目的で陳情書という形にしました。 

・鎌倉市深沢地区を建設予定と考えた場合、誰でも入館できる施設と仮定し利用は資料の閲覧、

複写、レファレンス、インターネット等に限定し、入口の外の屋内に神奈川県内で県及び市町村

が発行する無料配布が可能な資料やパンフレットを置き、情報発信並びに情報交換の場とする。

新聞は少なくとも全都道府県の日刊一般誌と主要新聞、神奈川県内発刊の可能な限りの無料新

聞、国内発行の日刊並びに週刊等の外国語新聞を購入し、保存期限を経過した新聞はＮＩＥ（News 

in Education）を普及させる目的で、神奈川県下の義務教育に通学する公立小中学生に無料配布

し、活用することを可能性として検討してもらいたい。 

・勤務する正職員も県内の各市町村から１名ずつ出向という形にして、計画段階より組織すれば

新規採用は来年度以降に検討すればよいように思われる。 

・交通の便は藤沢駅、深沢地区、大船駅をワンコインバス（例 大人100円、未成年50円）で試

験又は実験運用し、共同運行や新人運転手さんの研修路線と位置づければ、計画と申請許可で解

決するように考えられます。（村岡新駅は深沢バスターミナル又は村岡バスターミナルに計画変

更で対応ができるかもしれません） 

・利用者層は、外国人、県内、県外（東海道線東京上野ライン、湘南新宿ライン：埼玉、栃木、

茨城、群馬、総武線：千葉、成田空港）受付や館内巡回員として円満退職した元神奈川県警職員

や公立学校の定年退職者の雇用を検討し、これ以上公教育が質的低下しないように対策を立てて

欲しいです。 

                                                                     文陳第２号  



陳情番号 ６ 付議年月日 元 ． ６． １ ９  

件  名 中学校給食を実現するため県の補助制度を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

文 教 常 任 委 員 会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

【陳情趣旨】 

 私たちの住む横浜市では、中学校給食が行われていません。神奈川県内の中学校給食の実施率

は、川崎市の実施で44.5％とあがりましたが、全国最下位です。 

 県内の中学２年生の「朝食欠食する割合は8.8％」（出展 食みらいかながわプラン2018）で、

「小学４年生の欠食率4.4％」の約２倍です。さらに、今年の６月発表の農水省食育白書は「中

学３年生では朝食を「まったく食べない、あまり食べない」の合計が８％に達し前年度より1.2％

増」としています。朝食も食べず、昼の給食もない育ち盛りの中学生の健康が心配です。「クラ

スの子が、毎日パン１斤持ってきて食べている」という声もきいています。 

 大阪府は給食施設整備に府が市町村への補助を行い、中学校での給食実施が大幅に改善したと

聞きました。大阪府で出来て全国第３位の財政力を持つ神奈川県で出来ないことはないと思いま

す。 

 今年度県予算では「留保財源は50億円」と知事もお話しされています。一番成長期の中学生が、

健康で元気に育つことを県として支援することを求めます。 

 

【陳情項目】 

 中学校給食を進めるため、県として「留保財源50億円」を始め財源を工夫して、市町村へ中学

校給食施設整備補助を緊急重点事業として進めること 

                                                                     文陳第６号  


